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提案3. 継続的なサポートの提供
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ケースマネジメント

導入研修

定着

•生活習慣等研修
•日本語研修
•子弟教育等

•難民への支援
- 相談対応、日本

語研修、職業訓
練、子弟教育等

•受け入れ地域側
での取り組み・地
域へのサポート

•個別の課題に応
じた対応
（トラウマケア等）

1〜2年 2〜3年

•ソーシャルワーカーを設置
‒ パーソナルサポート制度を準用

•各民族ごとに通訳を複数設置

•必要人数は次第に減少
（地域での相談対応が
主軸に）

2〜3ヶ月

2〜3年

•習得状況・就労状況に
応じて、支援を延長

•相談体制は維持

•個々のニーズを確認して対応
•自治体、住民・企業、NPOによる協議体設置

•学校教員など受け入れ側の研修を行い、子弟
を早期に学校・地域に繰り入れ

•就労開始後も、日本語教育・職業訓練等継続

適切な団体が共同で提供
（必ずしも1法人に集約しない）

1〜2年

当初の集合研修は最小限とし、できる限り定着先地域にて
長期的に支援できるようにする（可能であれば最初から）

提供スケジュール（入国前以降・イメージ）

全体ｺｰﾃﾞｨﾈｰｼｮﾝ •受け入れ施策をコーディネート

自治体での受け入れのため、
各自治体に予算がつく仕組み
必要

必要なサービス
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提案4. 受け入れ体制：オプション①自治体主導
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政府／円卓会議

自治体（複数）

• ケースマネジメント
• 通訳
• 日本語教育
• 住居（公営住宅など）
• 教育（学校/課外）
• 医療サポート（通訳等）
• 就労斡旋
• コミュニティ支援

※ 入国後1〜1.5ヶ月程度の集合での導入研修は、
各自治体から担当を出すことで対応可能

自治体
各部署

NPO/
住民組織

その他
民間

• 政策決定
• 予算策定
• 受け入れ先自治体選定
• モニタリング

• 自治体内の
全体コーディネーション

担当者の
外部委託も
可能

先輩難民の
サポートも
実施

それぞれ、
民間サービス
プロバイダー
への委託も
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提案4. 受け入れ体制：オプション②統括機関設置
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政府／円卓会議

自治体（複数）

• ケースマネジメント
• 通訳
• 日本語教育
• 住居（公営住宅など）
• 教育（学校/課外）
• 医療サポート（通訳等）
• 就労斡旋
• コミュニティ支援

自治体
各部署

NPO/
住民組織

その他
民間

• 政策決定
• 予算策定
• 受け入れ先自治体選定

• 自治体内の
コーディネーション

担当者の
外部委託も
可能

先輩難民の
サポートも
実施

それぞれ、
民間サービス
プロバイダー
への委託も

統括機関 • 各地域での受入状況をモニタリング・報告
• 各自治体と共同でプログラム策定し、
レベルあわせも行う
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提案4. 受け入れ体制：オプション③
民間コンソーシアムで受け入れ

4

政府／円卓会議

民間コンソーシアム（複数）

• ケースマネジメント
• 通訳
• 日本語教育
• 住居（公営住宅など）
• 教育（学校/課外）
• 医療サポート（通訳等）
• 就労斡旋
• コミュニティ支援

自治体
各部署

NPO/
住民組織

その他
民間

• 政策決定
• 予算策定
• 受け入れ先自治体選定
• モニタリング

• 地域内（複数自治体に
わたる可能性）の
全体コーディネーション

自治体と協議の
上、地域での
受け入れを統括

先輩難民の
サポートも
実施

それぞれ、
民間サービス
プロバイダー
への委託も


